
 

平成３１年度社会保障関係予算のポイント 

平成３０年１２月 
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平成31年度 社会保障関係費の姿
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年金 医療 介護 福祉等

（単位：億円）

30年度 ⇒ 31年度（注） 増△減

329,882 339,907 +10,025（+3.0％）

（増△減） +3,634（+3.1％） +1,895（+1.6％） +1,148（+3.7％） +3,348（+5.3％）

うち医療費国庫負担
30’ 114,839
31’ 116,692
+1,853（+1.6％）

うち介護費国庫負担
30’ 28,483
31’ 29,610
+1,128（+4.0％）

（注）上記の他、「臨時・特別の措置」として679億円が31年度予算に計上されている。
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（単位：億円）

平成30年度 平成31年度 増△減

通常分
臨時・特別
の 措 置

うち、通常分

(3.8%) (1.8%)

一般会計歳出（Ａ） 977,128 1,014,564 994,285 20,280 37,437 17,157

うち (5.2%) (1.8%)

一般歳出（Ｂ） 588,958 619,632 599,352 20,280 30,674 10,394

うち (3.2%) (3.0%)

社会保障関係費（Ｃ） 329,882 340,587 339,907 679 10,704 10,025

(3.1%) (3.1%)

年金給付費 116,853 120,488 120,488 -     3,636 3,636

(2.1%) (2.1%)

医療給付費 116,079 118,543 118,543 -     2,464 2,464

(3.7%) (3.7%)

介護給付費 30,953 32,101 32,101 -     1,148 1,148

(8.6%) (8.6%)

少子化対策費 21,587 23,440 23,440 -     1,853 1,853

(3.2%) (2.2%)

生活扶助等社会福祉費 40,524 41,805 41,432 373 1,281 908

(8.9%) (0.2%)

保健衛生対策費 3,514 3,827 3,521 306 313 7

(2.4%) (2.4%)

雇用労災対策費 373 382 382 -     9 9

（Ｃ）／（Ａ） 33.8% 33.6% 34.2% 3.3% 28.6% 58.4%

（Ｃ）／（Ｂ） 56.0% 55.0% 56.7% 3.3% 34.9% 96.4%

うち (△16.2%) (△16.2%)

恩給関係費（Ｄ） 2,504 2,097 2,097 -     △407 △407

（Ｃ＋Ｄ）／（Ａ） 34.0% 33.8% 34.4% 3.3% 27.5% 56.1%

（Ｃ＋Ｄ）／（Ｂ） 56.4% 55.3% 57.1% 3.3% 33.6% 92.5%

（注１）計数はそれぞれ四捨五入している。

（注２）30年度予算額は、31年度予算額との比較対照のため組替掲記している。

平成31年度社会保障関係予算
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１．平成 31 年度社会保障関係予算の全体像 
平成 31 年度は、「経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2018」に定められた「新経

済・財政再⽣計画」における基盤強化期間の初年度。 
社会保障関係費の⾃然増が 6,000 億円と⾒込まれる中、実勢価格の動向を反

映した薬価改定や、これまでに決定した社会保障制度改⾰の実施等の様々な歳
出抑制努⼒を積み重ねた結果、社会保障関係費の実質的な伸びは対前年度
+4,768 億円となり、同計画における社会保障関係費の実質的な伸びを「⾼齢化
による増加分（平成 31 年度+4,800 億円程度）におさめる」という⽅針を着実
に達成。 
 

２．消費税率の引上げに伴う対応 
(1) 消費税率の引上げに伴い各種報酬を改定。医療機関等が負担する仕⼊税額

相当額について、診療報酬で全体として適切に補填を⾏う⼀⽅、薬価等につ
いて、消費税率引上げ相当分の改定を⾏うとともに、過剰な国⺠負担が⽣じ
ることのないよう、市場実勢価格を適切に反映。 

 診療報酬本体︓＋0.41％（国費＋200 億円） 
 薬価        ︓▲0.51％（国費▲290 億円）(実勢価格改定等分▲490 億円) 
 材料価格  ︓＋0.03％（国費＋20 億円） (実勢価格改定分▲10 億円) 

(2) 消費税増収分等を活⽤し、低所得⾼齢者の介護保険料の更なる軽減強化（公
費 654 億円）及び年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給（公費 1,859 億円）といった
「社会保障の充実」を⾏うとともに、「新しい経済政策パッケージ」に基づき、
幼児教育・保育の無償化（公費 3,882 億円）や介護⼈材の処遇改善（公費 421
億円）等を実施。 

(3) 上記の他、消費税率引上げに関連して、後期⾼齢者医療制度の保険料（均
等割）に係る軽減特例の⾒直し及び幼児教育・保育の無償化に係る事務費・
システム改修費の補助を実施。 

(4) 「臨時・特別の措置」として、「防災・減災、国⼟強靭化のための３か年緊
急対策」の実施等に必要となる国費計 679 億円を措置。 

(5) 軽減税率制度の導⼊に伴う安定的な恒久財源の確保については、与党税制
改正⼤綱を踏まえ、これまでの社会保障の⾒直しの効果の⼀部を活⽤。 

 
３．その他各歳出分野における取組（集中・重点化に向けたメリハリ付け） 
 
４．「新経済・財政再⽣計画改⾰⼯程表」の着実な実施を含めた社会保障制度改⾰ 

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2018」に掲げられた改⾰検討項⽬について、
「新経済・財政再⽣計画 改⾰⼯程表」（61 項⽬）に沿って着実に実⾏。 

（単位︓億円） 

項 ⽬ 30 年 度 31 年 度 
  30’→ 31’増 減 

通常分 臨時・特別 
の 措 置 

 うち、通常分 

社会保障関係費 329,882 340,587 339,907 679 10,704(＋3.2%) 10,025(＋3.0％) 

恩給関係費 2,504 2,097 2,097 － ▲407(▲16.2％) ▲407(▲16.2％)  

社会保障関係予算のポイント  

31 年度予算編成の基本的な考え⽅ 
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⾃然増︓＋6,000 億円 

主な制度増減 
 これまでに定められた制度改⾰の実施等︓▲800 億円程度 

（介護保険料の総報酬割の拡⼤、⽣活扶助基準の⾒直し等※） 
 薬価等の改定            ︓▲500 億円程度 

年⾦スライド分（＋0.1％）       ︓＋100 億円程度 

―――― ⾼齢化による増加分︓＋4,800 億円程度 ―――――― 

社会保障関係費の実質的な伸び        ︓＋4,768 億円 

消費税率引上げに伴う社会保障の充実等    ︓＋4,808 億円       

社会保障関係費               ︓34.0 兆円程度 
 

※ 介護保険の第２号被保険者（40〜64 歳）の保険料について、保険者が被保険者数に応じ
て負担してきたが、平成 29 年度より報酬額に⽐例して負担する総報酬割に段階的に移⾏（国
保を除く）。平成 31 年度は、総報酬割分を１/２から３/４へと拡⼤。 

※ ⽣活扶助基準については、⼀般低所得世帯の消費実態を反映するとともに、児童養育加算・
⺟⼦加算等について⾒直し。これについては、平成 30 年 10 ⽉より 3 回に分けて段階的に
施⾏することとしており、その 2 回⽬を実施するもの。 

 
 

 
 

 

１．各種報酬改定                          

消費税率の 10％への引上げに伴い、以下の通り報酬改定を⾏う。 
 
（１）診療報酬本体改定  

診療報酬制度において財源の配分⽅法を⾒直すとともに、医療機関等が負担する
仕⼊税額相当額について診療報酬で全体として適切に補填を⾏う（2019 年 10 ⽉実
施）。 

診療報酬本体   ＋0.41％（国費＋200 億円） 
各科改定率 医科︓＋0.48％ 

⻭科︓＋0.57％ 
調剤︓＋0.12％ 

 
 

Ⅰ.平成 31 年度社会保障関係予算の全体像 

Ⅱ．消費税率の引上げに伴う対応 
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（２）薬価等の改定 
   薬価等について、消費税率引上げ相当分の改定を⾏うとともに、その際、過剰な

国⺠負担が⽣じないよう、市場実勢価格を適切に反映（2019 年 10 ⽉実施）。 
     薬価           ▲0.51％（国費▲290 億円） 
     ※うち、消費税対応分は、 ＋0.42％（国費＋203 億円） 
          実勢価改定等分は、▲0.93％（国費▲493 億円） 
     材料価格         ＋0.03％（国費 ＋17 億円） 
     ※うち、消費税対応分は、 ＋0.06％（国費 ＋27 億円） 
          実勢価改定分は、 ▲0.02％（国費 ▲10 億円） 

 
（３）介護報酬改定・障害福祉サービス等報酬改定 

消費税率引上げに伴って⽣じる経費の増加について、介護事業者、障害福祉サー
ビス等事業者の課税仕⼊れにかかるコスト増への対応を適切に⾏う。 

介護  ＋0.39％（公費 95 億円、うち国費 48 億円） 
※補⾜給付に係る基準費⽤額の引上げ分の対応として、別途、国費 7.5 億円を⼿当て。 
障害  ＋0.44％（公費 52 億円、うち国費 26 億円） 

 
２．消費税増収分等を活⽤した社会保障の充実等           

 消費税率の引上げに当たって、初年度増収分の概ね半分を活⽤し以下の施策を講
じる。 

 
（１）「新しい経済政策パッケージ」に基づく施策 

① 幼児教育・保育の無償化 3,882 億円（公費） 
－ ３歳から５歳までの全ての⼦供たちの幼稚園、保育園、認定こども園等の費

⽤を無償化するとともに、低所得者世帯にも配慮し、０歳から２歳までの住⺠
税⾮課税世帯の⼦供を対象として保育所等の費⽤を無償化する。 

（単位︓億円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 主な負担割合 
国・地⽅合計 

 国 地⽅ 
＜新制度＞保育所・ 

幼稚園等（私⽴） 
国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 2,059 1,030 1,030 

＜新制度＞保育所・ 
幼稚園等（公⽴） 

市町村 10/10 818 － 818 

＜旧制度＞ 
私⽴幼稚園等 

国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 696 348 348 

認可外保育施設等 国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 141 70 70 

預かり保育等 国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 168 84 84 

合計 3,882 1,532 2,349 
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※ 四捨五⼊により、端数において合計とは⼀致しない。 

※ 地⽅負担分 2,349 億円については、無償化に係る初年度経費を全額国負担とするた
め、⼦ども・⼦育て⽀援臨時交付⾦ 2,349 億円（国費）により対応。 

※ 上記のほか、幼児教育・保育の無償化の実施にあたり、初年度の導⼊時に必要とな
る⾃治体の事務費・システム改修経費を補助（182 億円）。 

（参考）就学前の障害児の発達⽀援についても、併せて無償化を実施（公費 14
億円、国費 7 億円） 

 
② 待機児童の解消  

－ 「⼦育て安⼼プラン」の前倒しによる保育の受け⽫整備の推進 
                       787 億円（30 年度︓865 億円） 

（単位︓億円） 
 
   
 
 
 
 
 

 

※ これらの予算措置に加え、既定予算の繰越し等を活⽤することで、平成31年度
（2019年度）までに合計25.8万⼈分について対応することとなる。 

－ ⼦ども・⼦育て⽀援新制度の保育所等の保育サービス量の拡⼤、幼児教育無
償化等に伴う運営費       19,069 億円（30 年度︓16,408 億円）（公費） 

－ 企業主導型保育事業のサービス量の拡⼤に伴う運営費 
            1,650 億円（30 年度︓1,331 億円）【事業主拠出⾦財源】 
 

③ 保育⼠の処遇改善 206 億円（公費） 
 － 平成 31 年 4 ⽉から更に１％（⽉額 3000 円相当）の処遇改善を実施。 
 
④ 介護⼈材・障害福祉⼈材の処遇改善 介護︓公費 421 億円、うち国費 213 億円 
                                      障害︓公費 187 億円、うち国費 94 億円 

－ 介護⼈材の処遇改善については、「新しい経済政策パッケージ」に基づき、経
験・技能のある介護職員（勤続年数 10 年以上の介護福祉⼠）について⽉額平均
８万円相当の処遇改善を⾏うことを算定根拠に公費を投じる。事業所内の配分
については、経験・技能のある介護職員について、⽉額８万円⼜は全産業平均
の賃⾦⽔準（役職者除く）を超える処遇改善となる者を 1 ⼈以上確保すること
など重点化を図りつつ、その他の介護職員・その他の職種の処遇改善にも対応
（2019 年 10 ⽉実施）。 

 29補正 30当初 30②補正 31当初 

保育所等整備・改修 
＋3.0万⼈ 

（643億円） 

＋6.5万⼈ 

（865億円） 

＋1.0万⼈ 

（289億円） 

＋6.0万⼈ 

（787億円） 

企業主導型保育事業 

（事業主拠出⾦財源） 
－ 

＋2.0万⼈ 

（366億円） 
－ 

＋2.0万⼈ 

（366億円） 

合計 
＋3.0万⼈ 

（643億円） 

＋8.5万⼈ 

（1,231億円） 

＋1.0万⼈ 

（289億円） 

＋8.0万⼈ 

（1,153億円） 

― 6 ―

―  ―0123456789



－ 障害福祉⼈材についても同様に、介護⼈材における対応を踏まえた処遇改善
を実施（2019 年 10 ⽉実施）。 

 
（２）社会保障の充実（公費＋3,271 億円、国費＋2,797 億円） 

① 低所得⾼齢者の介護保険料の更なる軽減強化 450 億円（30 年度︓123 億円） 
－ 平成 27 年度より⼀部実施されている低所得の⾼齢者の介護保険料の軽減策

について、今後の⾼齢化の進⾏に伴う保険料⽔準の上昇や消費税引上げに伴う
低所得対策強化の観点を踏まえ、平成 31 年 10 ⽉以降、対象を市町村⺠税⾮課
税世帯全体に拡充等を実施。 

 
② 年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給 1,859 億円（30 年度︓－億円） 

－ ⾼齢者・障害者等のうち、年⾦を含めても所得が低く、経済的な援助を必要
としている者に対し、年⾦に上乗せして⽀給。 

 
③ 地域医療介護総合確保基⾦ 医療︓1,034 億円（30 年度︓934 億円、公費） 

介護︓  824 億円（30 年度︓724 億円、公費） 
－ 地域医療構想の実現に向けた施設・設備の整備、在宅医療の推進、医療従事

者の確保・養成を⽀援。 
－ 地域密着型サービス施設の整備等や介護従事者の確保に向けて若者・⼥性・

⾼齢者などの多様な⼈材の参⼊促進等を推進。 
 
  ④ 医療 ICT 化促進基⾦（仮称）の創設  300 億円（新規、国費） 
   － 医療機関における ICT 化の取組を時限的に⽀援するため、消費税財源を活⽤

し基⾦を設置する。 
 

⑤ 社会的養育の充実 1,278 億円（30 年度︓1,230 億円、国費） 
－ 児童養護施設等における⼩規模かつ地域分散化の推進を図るとともに、職員

配置基準の強化を含む⾼機能化及び家庭養育⽀援への機能転換などを推進。 
 
 

３．消費税率の引上げに関連して実施される措置           

（１）後期⾼齢者医療制度の保険料(均等割)に係る軽減特例の⾒直し 
－ 後期⾼齢者の保険料（均等割）に係る軽減特例（9 割軽減・8.5 割軽減）につ

いて、2019 年 10 ⽉から当該軽減特例に係る国庫補助を廃⽌し、当該後期⾼齢
者の保険料を本則の 7 割軽減とする。なお、現⾏の 9 割軽減が適⽤される低所
得者に対しては基本的に消費税率引上げに当たって年⾦⽣活者⽀援給付⾦が⽀
給されることなどを踏まえ、現⾏の 8.5 割軽減が適⽤される者に対し、2019 年
10 ⽉から 1 年間、軽減特例に係る国庫補助の廃⽌により負担増となる所要額に
ついて特例的に補填を⾏う（31 年度︓国費▲170 億円）。 
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（２）幼児教育・保育無償化に係る⾃治体の事務費・システム改修費補助 
182 億円（30 年度︓192 億円） 

－ 幼児教育・保育の無償化の実施にあたり、初年度（平成 31 年度）の導⼊時に
必要となる事務費（120 億円）及びシステム改修経費（62 億円）について、市
町村に対し補助を実施。（事務費については、初年度に引き続き２年⽬も全額国
費で措置することを国と地⽅間で合意。） 

 
４．臨時・特別の措置                      

平成 31 年度予算の「臨時・特別の措置」として、全国の上⽔道管路に関する緊急
対策など「防災・減災、国⼟強靭化のための３カ年緊急対策」の実施等に必要となる
国費計 679 億円を措置。 

 
５．消費税の軽減税率制度の導⼊に当たっての財源の確保            

 31 年度与党税制改正⼤綱を踏まえ、これまでの社会保障の⾒直しの効果の⼀部を
活⽤する。 

①  簡素な給付措置の事務費相当額  
 － 簡素な給付措置の事務費相当額（国費 370 億円）について、軽減税率制度の

導⼊に当たっての恒久財源の確保に活⽤する。 
 
② 社会保障の重点化・効率化  

－ 社会保障の重点化・効率化の効果について、消費税増収分がほぼ平準化され
る 2020 年度予算から、予定してきた 2.8 兆円程度の社会保障の充実に 0.4 兆
円程度を活⽤した上で、それを上回る分（0.14 兆円程度）を社会保障の財源と
軽減税率制度の導⼊に当たっての恒久財源の確保に概ね 1 対１（公費 700 億円
程度）で充当する。 

 
 
 

 

各歳出分野において、集中・重点化に向けたメリハリ付けを実施。 
 
（１）医療 

① 医療費国庫負担※  116,692 億円（30 年度︓114,839 億円） 
※ 協会けんぽの超過準備⾦分の国庫補助特例減額措置▲394 億円を含む。 

 
② 医療機関における外国⼈患者の受⼊体制の整備 17 億円（30 年度︓１億円） 
 － 地⽅⾃治体における医療機関等からの相談にワンストップで対応するための

体制整備⽀援や医療機関における多⾔語コミュニケーション対応⽀援などの取
組を実施。 

Ⅲ．その他各歳出分野における取組 
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③ 病院の耐震整備 54 億円（30 年度︓32 億円の内数）【臨時・特別の措置】 

－ 災害拠点病院や救命救急センター等の救急医療を担っている病院及び特に耐
震性が低い建物を有する病院等の耐震整備に対する⽀援を⾏う。 

 
④ 医薬品・医療機器等の開発の促進 ７億円（30 年度︓４億円） 

－ バイオ医薬品の製造・開発等に関する研修を⾏うほか、医療現場のニーズに
基づいて医療機器を開発できる⼈材を育成する拠点医療機関の⽀援等を実施。 

 
⑤ ⾼齢者の低栄養防⽌・重症化予防等の推進 6 億円（30 年度︓4 億円） 

   － ⾼齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施することにより、⽣活習慣病等の
重症化予防等の推進を図る。さらに、⾼齢者の通いの場を中⼼とした介護予防・
フレイル対策と⽣活習慣病等の疾病予防・重症化予防の市町村における⼀体的
な実施の先⾏的な取組の⽀援を⾏う。 

 
⑥ 医療分野の研究開発関連予算の重点化 1,271 億円（30 年度︓1,261 億円） 

 ＜科学技術振興費等における対応＞ 

※予算額は、厚生労働省、文部科学省及び経済産業省等の合計額。 

－ 医療分野の研究開発について、基礎から実⽤化まで切れ⽬ない研究⽀援を⼀
体的に⾏うため、「⽇本医療研究開発機構（AMED）」に集約する医療分野の研究
開発関連予算の重点化を図る。 

   ※ このほか、インハウス研究機関経費 764 億円。 

・ オールジャパンでの医薬品創出プロジェクト     265 億円(30 年度︓260 億円) 
・ ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト   163 億円(30 年度︓160 億円) 
・ 脳とこころの健康⼤国実現プロジェクト        90 億円(30 年度︓ 71 億円) 

 
（２）介護 

① 認知症関連施策の推進 119 億円（30 年度︓97 億円） 
－ 認知症の⼈への⽀援や普及啓発、認知症医療拠点の整備、研究開発⽀援等を

実施。また、地域⽀援事業において、市町村等が⾏う認知症の⼈を始めとする
⾼齢者の社会参加活動や認知症予防等を推進する事業を新たに⽀援（地域⽀援
事業 1,941 億円のうち、20 億円）。 

   
② 保険者機能強化推進交付⾦による取組の推進 200 億円（30 年度︓200 億円） 

－ 市町村や都道府県による⾼齢者の介護予防・認知症予防を含む⾃⽴⽀援や重
度化防⽌等に関する取組を推進するための財政的インセンティブを付与。 

 
  ③ 介護事業所における⽣産性向上の推進 4.4 億円（30 年度︓3.1 億円） 
   － 介護事業所の業務プロセスの⾒直し等に向けた対応を加速化。 
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（３）年⾦ 
○ 年⾦国庫負担 119,811 億円（30 年度︓118,036 億円） 

－ 基礎年⾦国庫負担（２分の１）等について措置。 
－ ⾜元の物価等の状況を勘案し、平成 31 年度の年⾦額改定率は+0.1％と⾒込ん

でいる。 
※ プラス改定となるのは、平成 27 年度（改定率の算出に当たって消費税率の 5％から

8％への引上げが⾏われた平成 26 年の物価上昇率を使⽤）を除けば、平成 11 年度以来。
ただし、平成 31 年度の実際の年⾦額改定率は、国⺠年⾦法・厚⽣年⾦保険法に基づき、
平成 31 年 1 ⽉に公表される 30 年 12 ⽉までの年平均の物価上昇率を踏まえて決定。 

 
（４）⼦ども・⼦育て 

① 児童扶養⼿当の⽀給回数増加 2,075 億円（30 年度︓1,711 億円） 
－ 現⾏の年 3 回⽀給を⾒直し、年 6 回の隔⽉⽀給にすることで、ひとり親家庭

の利便性の向上及び家計の安定を図る。 
 

②  保育の公定価格の適正化 19,069 億円（30 年度︓16,408 億円）（公費、再掲） 
－ ⼦ども・⼦育て⽀援新制度の公定価格について、予算執⾏調査の結果に基づ

いて、これまで基本分単価に含まれていた⾮常勤講師を実際に配置がある場合
における加算とする等、適正化。 

 
③ 低所得の未婚のひとり親に対する臨時・特別給付⾦ 30 億円（新規） 

－ 2019 年 10 ⽉から消費税率が引上げとなる環境の中、⼦どもの貧困に対応す
るため、平成 31 年度税制改正における未婚のひとり親に対する税制上の対応に
関する結論を踏まえ、臨時・特別の措置として、低所得（児童扶養⼿当の受給
者、年収 360 万円以下）の未婚のひとり親に対し、1.75 万円の給付⾦を⽀給。 

   
（５）働き⽅改⾰の推進 

① 働き⽅改⾰・⽣産性向上への⽀援 76 億円（30 年度︓15 億円）【労働保険特別
会計】 
－ 働き⽅改⾰推進⽀援センターにおいて、労務管理等の専⾨家によるワンスト

ップ型の相談⽀援等を実施するほか、商⼯会議所・商⼯会等での出張相談、中
⼩企業・⼩規模事業者に対する個別相談等の機能・体制等の強化を図る。 

 
② 時間外労働の上限規制等への対応 63 億円（30 年度︓35 億円）【労働保険特別

会計】 
－ 時間外労働の上限規制等に対応するため、労働時間の縮減等に取り組む中⼩

企業等を⽀援。 
 

③ 同⼀労働同⼀賃⾦の実現 995 億円（30 年度︓801 億円）【労働保険特別会計】 
－ 同⼀労働同⼀賃⾦をはじめとした⾮正規雇⽤労働者の待遇改善のため、正社

員転換や処遇改善などに取り組む事業主を⽀援。 
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（６）障害者⽀援等 

① 地域⽣活⽀援事業等 495億円（30年度︓493億円） 
－ 地⽅公共団体において、移動⽀援や意思疎通⽀援などの障害児・者の地域⽣

活を⽀援する事業について、重点化・効率化を図りつつ実施。 
 

② 依存症対策の強化 8 億円（30 年度︓6 億円） 
－ 地域における依存症医療・相談⽀援体制の整備、⺠間団体の⽀援等を推進す

るとともに、精神科救急医療機関と依存症医療・相談⽀援機関との間の連携体
制を構築。 

 
（７）⽔道施設の耐震化等の推進  650 億円（30 年度︓375 億円） 

（「臨時・特別の措置」259 億円を含む。） 
＜一部公共事業関係費における対応＞ 

   － 災害時等においても安定的に安全な給⽔を確保するため⽔道施設の耐震化等
を推進するとともに、⽔道事業体の運営基盤強化を図るため広域化への取組等
を⽀援。 

  
（８）東⽇本⼤震災からの復興 

○ 医療保険制度等の保険料減免等に対する特別措置 91億円（30年度︓120億円） 
－ 東京電⼒福島第⼀原発の事故により設定された避難指⽰区域等に住所を有す

る被保険者等について、引き続き、保険料等の減免を実施。 
※ 介護保険制度、障害福祉制度を含む。 

 
（９）その他 

① ⾃殺対策の推進 31 億円（30 年度︓31 億円） 
－ 地域における⾃殺対策を効果的に推進するため、⾃殺総合対策推進センター

による地域⾃殺対策推進センター等への⽀援を強化する。また、若者が⽇常的
に利⽤するＳＮＳ等を活⽤した相談・⽀援を強化するとともに、居場所を含め
た地域の適切な社会資源につなぐための体制を構築する。 

 
② ⽣活困窮者の⾃⽴⽀援 438 億円（30 年度︓432 億円） 

－ 改正⽣活困窮者⾃⽴⽀援法に基づき、⼦どもや保護者に⽣活習慣・育成環境
の改善に関する助⾔を⾏う取組を推進するとともに、⽣活困窮者に対する居住
⽀援等を強化する。 

 
③ ⽣活保護費負担⾦ 28,508 億円（30 年度︓28,637 億円） 

－ 30 年 10 ⽉から 3 年かけて⾏う⽣活扶助基準の適正化の 2 回⽬分や、消費税
率の引上げの影響を含む国⺠の消費動向等、最近の社会経済情勢を総合的に勘
案し、⽣活保護基準を改定。（31 年 10 ⽉実施） 
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－ ⽣活習慣病の予防等のための健康管理⽀援事業の円滑な実施に向けた地⽅公
共団体の準備作業への⽀援や、お薬⼿帳を活⽤した重複処⽅の適正化など、医
療扶助の適正化を推進。 

 
④ 外国⼈材の適正な雇⽤管理の確保 8 億円（30 年度︓－億円） 

【労働保険特別会計】 
－ 外国⼈材の適正な雇⽤管理の確保を図るため、ハローワークにおいて、事業

所訪問による雇⽤管理状況の確認や改善のための助⾔・指導等を実施。 
 

⑤ 外国⼈技能実習機構の体制強化 64 億円（30 年度︓35 億円）【⼀部労働保険特
別会計】 
－ 外国⼈技能実習に関する実地検査や相談援助等の体制を強化する。 
 

⑥ 戦没者遺⾻収集事業等の推進 24 億円（30 年度︓24 億円） 
－ 「戦没者の遺⾻収集の推進に関する法律」及び同法に基づき閣議決定された

「基本計画」等を踏まえ、厚⽣労働省が指定した法⼈を活⽤しつつ、現地調査
体制の拡充を通じ、遺⾻収集事業を推進。 

 
 
 
 

 
⽣涯現役社会に向けた雇⽤制度改⾰を進め、その上で、医療・年⾦など社会保障制

度全般にわたる改⾰を実施し、⼦どもから現役世代、お年寄りまで、全ての世代が安
⼼できる社会保障制度へと、今後三年かけて改⾰を進める。そうした中、給付と負担
のバランスについても検討を進める。 

このため、「経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2018」（平成 30 年 6 ⽉ 15 ⽇閣議決定）
に掲げられた改⾰検討項⽬について、「新経済・財政再⽣計画 改⾰⼯程表」（61 項⽬）
に沿って、着実に実⾏する。 

Ⅳ．「新経済・財政再⽣計画 改⾰⼯程表」の着実な実施を含めた社会保障

制度改⾰の実⾏ 
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※計数はそれぞれ四捨五入しているので、合計において一致しない場合がある。
※計数については、精査の結果、異動を生ずる場合がある。

参考資料―
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3
 
―

―
 
 
―
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消費税率引上げに伴う社会保障の充実等

公費＋8,110億円（国費＋7,157億円＊１）
〔主なもの〕 公費 国費
○幼児教育・保育の無償化
・2019年10⽉から、全ての３〜５歳児、住⺠税⾮課税世帯の０〜２歳児を対象に、幼稚園・
保育所・認定こども園等の費⽤を無償化

＋3,882億円 ＋3,882億円＊2

○介護⼈材の処遇改善
・2019年10⽉から、勤続年数10年以上の介護福祉⼠について⽉額平均８万円相当の処遇改善
を⾏うことを算定根拠に対応

＋421億円 ＋213億円

○待機児童の解消
・保育の受け⽫拡⼤

「⼦育て安⼼プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万⼈分の受け⽫を整備（保育運営費の
拡充） ※この他、事業主拠出金＋1,000億円

＋330億円 ＋163億円

・保育⼠の処遇改善
2019年４⽉から、保育⼠の処遇について、＋１％（⽉3000円相当）引上げ ＋206億円 ＋103億円

○低年⾦の⾼齢者等に対し、年⾦⽣活者⽀援給付⾦【基準額 年６万円（⽉5千円）】を⽀給
（2019年10⽉分〜） ＋1,859億円 ＋1,859億円

○低所得⾼齢者の介護保険料の負担軽減の更なる強化（原則2019年10⽉〜） ＋654億円 ＋327億円

○地域医療構想の実現に向けた地域医療介護総合確保基⾦の拡充 （医療分）
（介護分）

＋100億円
＋100億円

＋67億円
＋67億円

○電⼦カルテの標準化・オンライン資格確認の導⼊等による効率的な医療提供体制構築のため
の医療ICT化促進基⾦（仮称）の創設 ＋300億円 ＋300億円

○児童養護施設等の⼩規模・地域分散化、⾼機能化等の社会的養育の推進 ＋58億円 ＋29億円

（注） この他、消費税率引上げに関連して、2019年度において、後期高齢者医療制度の保険料（均等割）の軽減特例の見直し及び幼児教育・保育無償化に係る自

治体の事務費・システム改修費の補助を実施する。

＊１，２ 幼児教育・保育の無償化に係る初年度の経費を全額国負担とすることに伴う子ども・子育て支援臨時交付金（仮称）2,349億円が含まれており、
これを除いた社会保障の充実等に係る社会保障関係費の増はそれぞれ＋4,808億円、＋1,532億円となる。
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事 項 事 業 内 容
平成31年度
予算案

（参考）
平成30年度
予算額国分 地方分

子ども・子育て支援

子ども・子育て支援新制度の実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 416

育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）

・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

1,034

476

689

337

345

139

934

473
地域包括ケアシステムの構築

・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）

・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等）

・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824
1,196

534

549
604

267

275
592

267

724
1,196

434

医療ICT化促進基金（仮称）の創設 300 300 0 －

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

国民健康保険への財政支援の拡充

・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664

・ 保険者努力支援制度等 1,772 1,772 0 1,687

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700

70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 900 450 450 246

難病・小児慢性
特定疾病への対応

難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644

遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 61 57 4 50

年金生活者支援給付金の支給 1,859 1,859 0 －

合 計 21,930 13,528 8,402 18,659

平成31年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。
（注２） 消費税増収分（1.68兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.51兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.19兆円）の財源を確保。
（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。このほか、「社会保障の充実」とは別に、平成29年度から全職員を対象とした

２％の処遇改善を行うとともに技能・経験に応じた月額最大４万円の処遇改善を行うなど、取組を進めている。
（注４） 「子ども・子育て支援新制度の実施」の国分については全額内閣府に計上。
（注５） 財政安定化基金の積立分160億円を含む（平成30年度の積増しにより国民健康保険制度の改革の実施に必要な積立総額2,000億円を確保済み）。

（注４）

（単位：億円）

（注３）

（注５）
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○基礎年⾦国庫負担割合２分の１
（平成24・25年度の基礎年⾦国庫負担割合２分の１の差額に係る費⽤を含む）

○社会保障の充実
・⼦ども・⼦育て⽀援の充実
・医療・介護の充実
・年⾦制度の充実
・幼児教育・保育の無償化
・待機児童の解消
・介護⼈材の処遇改善

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、年⾦、⼦育て⽀援等についての物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減
・⾼齢化等に伴う⾃然増を含む安定財源が確保できていない既存の社会保障費

〈31年度消費税増収分の内訳〉（公費ベース）

（注）軽減税率制度による減収分は考慮していない。

平成31年度の消費税増収分の使途について

3.3兆円

2.17兆円

0.47兆円

《増収額計：10.3兆円》

4.4兆円

（注）
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後期高齢者の保険料軽減特例（均等割）の見直し

今後の社会保障改⾰の実施について（抄）（平成28年12⽉22⽇ 社会保障制度改⾰推進本部決定）

（２）後期⾼齢者の保険料軽減特例（予算措置）に関し、（中略）所得割の軽減特例及び元被扶養者に対する軽減特例について、平成29年度
から段階的に本則に戻す。均等割の軽減特例の⾒直しについては、低所得者に対する介護保険料軽減の拡充や年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給
とあわせて実施することとする。また、元被扶養者に対する所得割については、賦課開始時期を引き続き検討する。

後期⾼齢者医療の被保険者
（７５歳以上の者）

各医療保険（健保組合、国保など）の被保険者
（０〜７４歳）

患者
負担 ⾼齢者の

保険料
約１割

後期⾼齢者⽀援⾦（若年者の保険料）
約４割

保険給付
＜⽀援⾦内訳＞
協会けんぽ ２.２兆円
健保組合 ２.２兆円
共済組合 ０.７兆円
市町村国保等 １.６兆円

保険料

◆ 後期⾼齢者医療の⽉額保険料
◆ ⾼齢者医療制度の財政

公費 約５割（国︓都道府県︓市町村＝４︓１︓１）
補助⾦７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

保
険
料
額

年⾦収⼊額
168万円 195.5万円 218万円

所得割

均等割9割軽減
380円

8.5割軽減
560円

80万円

◆ 平均的な保険料⽉額の⽐較

（注）国保は、国民健康保険実態調査（平成28年度）における７割軽減世帯の一人当たり平均保険料算定額を基に応益

分を推計したもの。 なお、1270円のうち330円が後期高齢者支援金分。また、均等割額は30/31年度の保険料額。収⼊８０万円 収⼊１２０万円 （参考）国保

560円

【国保】
７割軽減
1270円

380円

均等割
8.5割まで
軽減

均等割
9割まで
軽減

〜80万円 80〜168万円 国保7割軽減世帯（28年度）年⾦収⼊額

1270円

【後期】
７割軽減
（本則）
1130円

軽減措置等により
実質約７％

◆ ⼀⼈当たり医療費（年間）
後期⾼齢者（75歳以上） 約91.0万円

65歳未満 約18.4万円

65歳〜74歳 約55.3万円
（出所）厚生労働省「国民医療費の概況」
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市町村⺠税 本⼈が課税市町村⺠税 本⼈が⾮課税、
世帯に課税者がいる

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投⼊し低所得の⾼齢者の保険料の軽減を強化

（65歳以上全体の約３割）

（保険料
基準額×）

0.5

0.75

1.0
1.2

1.5 （65歳以上全体の約７割）

0.3

0.7

収⼊

市町村⺠税
世帯全員が⾮課税

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.5 → 0.45
※公費負担割合
国1/2、都道府県1/4
市町村1/4

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.45 → 0.3
第２段階 0.75 → 0.5
第３段階 0.75 → 0.7

0.45

0.9

1.3

1.7

※具体的軽減幅は各割合の範囲内で市町村が条例で規定

①⼀部実施（平成27年４⽉）
市町村⺠税⾮課税世帯のうち 特に所得の低い者を対象
（65歳以上の約２割）

②完全実施（平成31年10⽉）
市町村⺠税⾮課税世帯全体を対象として完全実施（65歳以上の約３割）

624万⼈ 256万⼈ 242万⼈
※被保険者数は「平成28年度介護保険事業状況報告」

513万⼈ 444万⼈ 463万⼈ 404万⼈ 247万⼈ 247万⼈

【実施時所要⾒込額（満年度）約1,600億円（公費ベース※）】平成31年度予算案ベース

5,869円／⽉
（第７期(H30〜H32)
の全国平均額）

①

②

② ②

第6段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
120万円未満

第7段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
120万円以上
200万円未満

第8段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
200万円以上
300万円未満

第9段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
300万円以上

第1段階
⽣活保護被保護者
世帯全員が市町村⺠税⾮課税の⽼
齢福祉年⾦受給者
世帯全員が市町村⺠税⾮課税かつ
本⼈年⾦収⼊等80万円以下

第2段階
世帯全員が市町
村⺠税⾮課税か
つ本⼈年⾦収⼊
等80万円超
120万円以下

第3段階
世帯全員が市
町村⺠税⾮課
税かつ本⼈年
⾦収⼊等
120万円超

第4段階
本⼈が市町村⺠税
⾮課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本⼈年⾦収⼊等
80万円以下

第5段階
本⼈が市町村⺠税
⾮課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本⼈年⾦収⼊等
80万円超

第1段階

第
2
段
階

第
3
段
階

第4段階 第6段階第5段階 第7段階 第8
段階

第9
段階

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 平成31年度予算政府案
900億円（公費）、うち国費450億円

※⼀部実施済みの分を含む。
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○ 所得の額が一定の基準（※１）を下回る65歳以上の老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金を支
給する。→ 対象者：約610万人

＜支給額＞①と②の合計額
①基準額（月額５千円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額
②老齢基礎年金満額の1/6（約10,800円）（※２）に免除期間（月数）/480を乗じて得た額

（※１）同一世帯の全員が市町村民税非課税で、前年の公的年金等の収入金額＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額（約78万円）以下であること

（※２）保険料1/4免除期間は、老齢基礎年金満額の1/12（約5,400円）

○ 上記の所得基準を上回る一定範囲の者（※３）に、補足的老齢年金生活者支援給付金を支給する。
→ 対象者：約160万人

（※３）前年の公的年金等の収入金額＋その他所得の合計額が約88万円までであること

○ 所得の額が一定の基準（※４）を下回る障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付
金又は遺族年金生活者支援給付金を支給する。→ 対象者：約200万人

＜支給額＞月額５千円（１級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円）
（※４）前年の所得が、462万1,000円以下であること（扶養親族等が0人の場合）

年金生活者支援給付金の概要

１．概要

・施行日･･･平成31年10月１日
(消費税率の10％への引上げの日）

・所要額･･･平成31年度 1,859億円（全額国庫負担）
・その他･･･各給付金は非課税

２．施行日等

前年の公的年⾦等の収⼊⾦額とその他
所得との合計額

⽉額5,000円（年額６万円）を⽀給

（⽼齢基礎年⾦満額）

補足的給付金の支給範囲

78万円 88万円

※ 保険料納付済期間に基づく公的年⾦だけで⽣活している者の例

給付⾦上乗せ後の額 (年額)88万円

84万円

78万円
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主な取組

１． 横断型統合プロジェクト

■ 健康・医療戦略推進本部の下で各省が連携し、医療分野の研究開発を政府一体で推進。
健康・医療戦略※１、医療分野研究開発推進計画※２の実現を図る。

※１：平成26年7月 閣議決定、平成29年2月一部変更
※２：平成26年7月 本部決定、平成29年2月一部変更

※ 精査により計数に異動が生じる場合がある。

平成31年度 医療分野の研究開発関連予算のポイント

⑤ 疾病克服に向けたゲノム医療実現プロジェクト
■ ゲノム医療実現推進協議会の方針に基づいた取組を推進する。

１１６億円＜AMED ９８億円、インハウス１８億円＞（一部再掲）

－バイオバンクの整備・利活用促進、オミックス解析等を用いた健常人ゲノムデータの整備及び多因子疾患研究の推進 －臨床ゲノム情報統合データベース

の管理運営 －ゲノム等情報を活用したターゲット探索・検証等基盤的研究 －臨床ゲノム情報を実際の診断で活用するための診療基盤整備

② オールジャパンでの医療機器開発プロジェクト

－ものづくり力を結集した日本発の優れた医療機器等の開発・事業化の推進 －臨床現場における実践的な人材の育成

１２４億円＜AMED＞（一部再掲）

■ 競争力を有する世界最先端の革新的医療機器の開発・事業化を推進するとともに、医療機器開発の企業人材育成
等も着実に推進する。

① オールジャパンでの医薬品創出プロジェクト ２６５億円＜AMED ２１４億円、インハウス ５１億円＞

■ 革新的医薬品創出に向けた研究開発の充実を図るとともに、創薬標的やモダリティの多様化に対応するための開
発環境等を整備する。
－画期的なシーズの創出・育成に向けた研究開発の推進

－AIの活用による創薬支援インフォマティクスの拡充や、多様化するモダリティへの支援拡充等

－疾患登録情報を活用した臨床開発インフラの整備 －創薬標的の多様性に応じた創薬技術や開発環境の整備

③ 革新的医療技術創出拠点プロジェクト ８９億円＜AMED＞

■ 医療法に基づく臨床研究中核病院、橋渡し研究支援拠点を活用し、革新的な医薬品等の開発や人材育成を推進。
－臨床研究・実用化へ橋渡しができる体制の整備 －非医療系シーズの発掘・育成の促進

－シーズ開発を行う研究者育成や臨床研究計画の作成等を支援する生物統計家を含む支援人材の育成

－認定臨床研究審査委員会を中心とした多施設共同研究の研究計画書の一括審査の基盤整備を推進

⑥ ジャパン・キャンサーリサーチ・プロジェクト １６３億円＜AMED＞（一部再掲）

－アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤の開発 －ライフステージやがんの特性に着目した重点研究の推進
－患者に優しい新規医療技術開発の推進 －がんの予防法や早期発見手法に関する研究の推進 など

■ 医療分野研究開発推進計画の下、「がん研究１０か年戦略」に基づき、基礎研究から実用化まで一体的に推進し、患者や社会
のニーズに合ったがん研究を推進する。

⑧ 新興・再興感染症制御プロジェクト ７４億円＜AMED ５７億円、インハウス １７億円＞（一部再掲）

－インフルエンザ －デング熱 －薬剤耐性菌 －下痢症感染症 －エボラ出血熱等の国際的に脅威となる感染症
■ エボラ出血熱等の一類感染症等に関する研究を含む新たな診断薬、治療薬及びワクチンの開発等に資する研究を推進する。

⑨ 難病克服プロジェクト
■ 希少難治性疾患領域の克服にむけて、既知の難病における治験（ステップ2）や治験準備（ステップ1）など治療法開発を目指す

研究課題を推進する。画期的な臨床効果が期待できる遺伝子治療等の開発を目指す研究課題を、特に重点的に推進する。
－上記バランスを考慮したうえで、起点となる病態解明や有望なシーズ探索（ステップ0）への支援を強化する。

１２６億円＜AMED＞（一部再掲）

平成31年度決定 平成30年度当初

日本医療研究
開発機構（AMED）

対象経費

１，２７１億円

（文608、厚474、経184、総5）

１，２６１億円

（文603、厚470、経183、 総4）

インハウス研究
機関経費

７６４億円

（文262、厚417、経85）

７５９億円

（文260、厚414、経85）

対前年度

増▲減額 増▲減率

＋１１億円 ＋０．９％

＋５億円 ＋０．６％

 上記経費に加え、内閣府に計上される「科学技術イノベーション創造推進費（555億円）」の一部（175億円）を医療分野の研究開発関連の調整費として充当
見込み。

 この他、平成30年度第2次補正予算に、AMED対象経費として250億円（内）、インハウス研究機関経費として6億円（厚）を計上。
 日本医療研究開発機構（AMED）対象経費の平成30年度当初予算額は、平成31年度決定額との比較対照のため組み替えを実施している。
 上記における計数は、それぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは合致しないものがある。

④ 再生医療実現プロジェクト
■ 安全性確保に向けた研究開発、臨床研究・治験の活性化、臨床品質の細胞ストックの整備、iPS細胞等を活用した
創薬研究等を実施し、企業等による製品化を支援し、実用化を促進する。

１４７億円＜AMED＞（一部再掲）

－臨床研究段階への移行 －再生医療/創薬の実現に資する多様な研究開発を育成・支援

－再生医療等の製品開発体制の構築支援

－データベースの国際的な利活用や国際的な規制対応が可能な人材育成など再生医療等の国際展開化を見据えた支援を開始

⑦ 脳とこころの健康大国実現プロジェクト ９０億円＜AMED＞（一部再掲）

■ 国内外の連携やコホートを活用し、精神・神経疾患の克服に資する研究開発を推進する。
－国内外の連携やコホートを活用し、脳画像解析による精神・神経疾患の病態解明を推進 －霊長類の高次脳機能を担う神経回路の
ニューロンレベルでの全容解明 －認知症のメカニズム解明と予防・診断・治療法等の開発 －精神疾患の客観的診断法の確立、治
療の標準化及び依存症の治療回復に資する研究開発

２．疾患領域対応型統合プロジェクト
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H10
年度

H11
年度

H12
年度

H13
年度

H14
年度

H15
年度

年金額改定の推移

（注） 平成26年度までは、過去、物価下落時に年⾦額を据え置いた（物価スライド特例措置）経緯から、特例的に本来よりも⾼い⾦額（特例⽔準）が⽀払われていたが、
平成27年度に特例⽔準が解消。（解消のスケジュールは、H25.10.▲1.0％、H26.4.▲1.0％、H27.4.▲0.5％）
なお、特例⽔準の年⾦額は、物価が上昇しても据え置く⼀⽅、物価が直近の年⾦額改定の基となる⽔準を下回った場合に、その分だけ引き下げるというルール。

（本来⽔準）

平成17年以降の物価変動
0.6％ ▲0.3％

▲0.7％

▲0.7％

▲0.9％

▲0.9％

▲0.3％

▲0.3％

0.3％

1.4％ ▲1.4％

▲0.7％

▲0.3％

▲0.3％

▲1.0％

▲0.7％

▲0.5 ％

0.9％
▲1.4％▲0.3％

▲0.7％

H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

▲0.3％

▲1.7％

物価スライド特例措置

▲0.8％
▲0.4％（物価スライド特例⽔準）

▲1.5％

▲2.5％

0.3％

▲0.5％

0.9％

特例⽔準解消

実際に⽀給されて
いた年⾦の⽔準

平成16年改正後の法律が
規定する本来の年⾦⽔準

平成17年に物価が下落し、
平成18年度の年⾦額を引下げ
→これ以降、平成23年度に
年⾦額を引き下げるまで、
基準は平成17年の物価

▲1.7％

H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25年
4⽉ 10⽉

H26
年度

H27
年度

H28
年度

H29
年度

H30
年度

▲0.1％

1.4％

0.0％

平成30年7⽉30⽇
第３回社会保障審議会年⾦部会資料
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(単位：億円）（対３０当初）

＜主な歳出増減の内訳＞ （対３０当初）

・育児休業の取得が進んでいることを踏まえた育児休業給付の増（＋881億円）

・非正規雇用労働者等への再就職支援の増加等に伴う雇用安定事業費等の増（＋272億円）

・労災保険における支給件数等の減少に伴う保険給付費の減（▲131億円）

26,625（+1,234）

歳出総額

791（+72）

特別会計全体 63,601（+2,224）

26,365（+1,214） 8,055（+335）

26,304（+1,016） 791（+72）

11,442（+486）37,324（+1,235）

徴収勘定

雇用勘定

労働保険特別会計

10,168（▲51） 2,596（+80）10,672（▲27）労災勘定

歳出純計額勘定別
歳出純計額から国債
償還費、社会保障給
付費等を除いた額

65,034億円
（+2,704）

雑収入等
3,346（▲52）

徴収勘定より受入

8,760（+505）

一般会計より受入
260（+1）

雑収入等
9,613（+793）

徴収勘定
より受入

16,752（+440）

保険収入
25,496
（+1,070）

労災勘定

雇用勘定

徴収勘定

他勘定より受入等
807（▲54）

63,601億円
（+2,224）

保険給付費等
8,534（▲193）

社会復帰促進等事業費等
854（+101）

業務取扱費等
1,285(+66）

失業等給付費
18,254（+900）

労災勘定へ繰入
8,760（+505）

雇用勘定へ繰入

16,752
（+440）

労災勘定

雇用勘定

徴収勘定

雇用安定事業費等
6,240（+270）

求職者支援事業費等
169（▲40）

業務取扱費等 1,462（+124）予備費 500（▲20）
）

保険料返還金等
791（+72）

【平成31年度歳入予算】 【平成31年度歳出予算】
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(単位：億円）（対30当初） ＜主な歳出増減の内訳＞ （対30当初）

（注）　子ども・子育て支援勘定の前年度予算額は31年度との比較対照のため組替えを行っており、増減額は組替え後のものである。

年金特別会計

685,825

106,128

(+14,784)

(+81)

291,266

(+5,142)

　【基礎年金勘定】
   基礎年金受給者の増加等に伴う基礎年金給付費の増（＋6,169億円)

　【国民年金勘定】
　 国民年金（第１号）被保険者の減少等に伴う基礎年金勘定へ繰入の減(▲1,333億円)

　【厚生年金勘定】
   厚生年金被保険者の増加等に伴う基礎年金勘定へ繰入の増(＋4,961億円)
 
　【健康勘定】
   健康保険料収入の増加等に伴う全国健康保険協会への交付金の増（＋5,141億円）

　【子ども・子育て支援勘定】
　 保育の受け皿拡大及び幼児教育無償化の実施等に伴う子どものための教育・保育給付等
　 の増（＋2,670億円）
　
　【業務勘定】
   日本年金機構運営費の増（＋173億円）

(+330)

(+1)

4,112 4,112

36,880国民年金勘定 (▲2,214)

勘定別 歳出総額 歳出純計額
歳出純計額から国債

償還費、社会保障給付費
等を除いた額

(▲774)5,481 684 (+26)

(+6,058)

9,727 (+783)(+12,055)

990 (+20)

2,438(+2,804)

30

(▲1,256) 1,472

(+325)

業務勘定 4,114 (+81)

子ども・子育て
支援勘定

29,082

(+81)

(+2,805)

基礎年金勘定 256,955

485,128

(+5,087)

29,099

特別会計全体 933,294

健康勘定 121,119 (+5,092)

(+3,932)厚生年金勘定

249,757

一般会計より受入 22,838 （＋1,823）

事業主拠出金収入 5,956 （＋955）

予備費
970
（－）

933,294 億円
(+14,784)

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

国共済連合会等拠出金収入

22,963
（＋1,003）

厚生年金勘定より受入
191,929

（＋4,961）

国民年金勘定より受入
30,769

（▲1,333） 

積立金より受入等
11,293
（＋456）

保険料収入
318,643

（＋5,811）

一般会計より受入
100,264

（＋2,273）

存続組合等納付金
628

（▲179） 

基礎年金勘定より受入
4,220

（▲120） 

国共済連合会等拠出金収入等

55,189
（▲4,158） 

積立金より受入
6,185

（＋304）

借入金
14,640
（－）

保険料収入
106,411

（＋6,637）

前年度剰余金受入等
66

（▲1,489） 

一般会計より受入 1,103 （＋35）
国民年金勘定より受入 629 （▲107） 
厚生年金勘定より受入 1,904 （＋219）
健康勘定より受入 292 （＋7）

積立金より受入
2,800
（＋34）

基礎年金勘定より受入
2,971

（▲851） 

一般会計より受入
17,714

（▲525） 

保険料収入
11,773

（▲1,117） 

基礎年金給付費
247,466

（＋6,169）

独法納付金等
1,622

（＋245）

国民年金勘定へ繰入
2,971

（▲851） 

933,294 億円
(+14,784)

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

厚生年金勘定へ繰入
4,220

（▲120） 

国共済連合会等交付金
1,301

（▲131） 

国民年金給付費
4,766

（▲798） 

基礎年金勘定へ繰入
30,769

（▲1,333） 

保険給付費
241,344

（▲1,332） 

基礎年金勘定へ繰入
191,929

（＋4,961）

存続厚生年金基金等給付費等負担金等

2,849
（＋916）

保険料等交付金
106,098

（＋5,141）

国債整理基金特会へ繰入
14,699
（▲57） 

業務勘定へ繰入等
322

（＋8）

事務費等 982 （▲91） 
日本年金機構運営費 3,130 （＋173）

業務勘定へ繰入
1,904

（＋219）

業務勘定へ繰入
629

（▲107） 

予備費等
997

（＋20）

特別障害給付金給付費等
30

（▲2） 

国共済連合会等交付金
46,132
（▲831） 

【平成31年度歳入予算】 【平成31年度歳出予算】
児童手当等交付金 13,488 （▲307） 
子どものための教育・保育給付
等

11,852 （＋2,670）
地域子ども・子育て支援及
仕事・子育て両立支援事業費

3,494 （＋437）

事務費等 193 （▲5） 
予備費 54 （＋9）
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各種資料については、計数整理の結果、異動を生ずることがある。
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平成３１年度社会保障関係予算のポイント（概要）

○ 「骨太2018」に定められた「新経済・財政再生計画」における基盤強化期間の初年度。実勢価
格の動向を反映した薬価改定や、これまでに決定した社会保障制度改革の実施等の様々な歳
出抑制努力を積み重ねた結果、社会保障関係費の実質的な伸びは対前年度比＋4,768億円。
⇒同計画における社会保障関係費の伸びを「高齢化による増加分（平成31年度＋4,800億円
程度）におさめる」という方針を着実に達成

○ 消費税率の引上げに伴う主な対応として、

— 各種報酬を改定。医療機関等が負担する仕入税額相当額について、診療報酬で全体とし
て適切に補填を行う一方、薬価等について、消費税率引上げ相当分の改定を行うとともに、
過剰な国民負担が生じることのないよう、市場実勢価格を適切に反映

－ 消費税増収分等を活用し、低所得高齢者の介護保険料の更なる軽減強化や年金生活者
支援給付金の支給といった「社会保障の充実」を行うとともに、「新しい経済政策パッケー
ジ」に基づき幼児教育・保育の無償化や介護人材・保育士の処遇改善等を実施

○ 「骨太2018」に掲げられた改革検討項目について、「新経済・財政再生計画 改革工程表」（61
項目）に沿って、着実に実行。

（単位：億円）

診療報酬本体+0.41%（国費+200億円）、
薬価▲0.51%（国費▲290億円）(実勢価格改定等分▲490億円)、材料価格+0.03%（国費+20億円）（実勢価格改定分▲10億円）

項 ⽬ 30年度 31 年度
30’→ 31’増減

通常分 臨 時 ・ 特 別
の 措 置 うち、通常分

社会保障関係費 329,882 340,587 339,907 679 10,704(＋3.2%) 10,025(＋3.0％)

恩給関係費 2,504 2,097 2,097 － ▲407(▲16.2％) ▲407(▲16.2％)


	社会保障関係予算
	概要



